
【４】主な事業
単位：千円
()：前年度予算
命を守る最大限の感染症対策の強化　　　　

１　感染状況に対応しうる検査・医療提供体制の強化・充実
	○
	医療・療養提供体制の確保
	133,509,967)
	

	【政策企画部、健康医療部】
	(147,427,149)
	

	
	・医療機関に対する支援
	114,367,178
	(138,856,175)

	
	医療機関等に対し、患者受入に必要な医療機器などの整備等に要する費用、病床確保に要する費用、消毒など感染拡大防止等に要する費用、医師・看護師の確保等に要する費用等を補助。

	※R2補正
(1・2・4・7号)

	
	・大阪コロナ重症センターの整備・運営
	3,711,434
	(1,557,565)

	　　
	重症患者の受入体制を確保するため、大阪コロナ重症センターを運営するとともに、同センター等で勤務する看護師を確保するため、看護師人材バンク事業を実施。

	※R2.7号補正

	
	・感染拡大時の病床確保
	4,000,000
	≪新規≫

	　　
	急激な感染拡大期における重症病床等の確保に向け、施設を整備する病院を支援。また、医療体制ひっ迫時等に入院患者の受入れに協力する医療機関を支援。

	

	
	・宿泊療養施設の確保
	7,693,556
	(6,962,651)

	　　
	軽症者等を受け入れるための宿泊施設を確保し、搬送や運営に必要な経費を負担。

	※R2補正
(2・5・7・10号)

	
	・入院・療養体制の確保
	3,737,799
	(50,758)

	　　
	自宅療養を行う軽症者等への生活支援及び健康管理を実施するとともに、宿泊・療養施設の医療従事者や患者の搬送体制を確保。また、人材派遣の活用により、業務執行体制を確保。

	※R2補正
(4・7号)



	○
	相談、診療・検査体制の整備・充実
	38,061,938)
	

	【健康医療部】
	(10,067,014)
	

	
	・相談体制の整備・充実
	1,542,329
	(1,702,248)

	
	新型コロナウイルス感染症に対する府民の不安に対応するため、府民向け相談窓口、新型コロナウイルス感染症受診相談センターにおける電話相談、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）等を活用した相談体制を確保。また、政令市・中核市における相談窓口設置に要する費用を補助。









	※R2補正
(4・7・10号)

	
	・診療・検査体制の整備・充実
	32,588,887
	(7,659,863)

	　　
	検査体制を整備・充実するため、医療機関等に対してＰＣＲ検査機器等の整備費用を補助。
また、検体採取等を行う地域外来・検査センターや、濃厚接触者等への検査を効率的に行うための受検調整等を行う検査調整センターを設置・運営するとともに、大阪健康安全基盤研究所や民間検査機関等へＰＣＲ検査等を委託。
さらに、年末年始等に検査を行う医療機関を支援するとともに、診療・検査医療機関の感染リスク等の低減と指定数の増加を図るため、検体回収の集約化に要する費用を補助。
加えて、高齢者施設等におけるクラスター発生を防止するため、スマホ検査センターを設置・運営。

	※R2補正
(4・7号)

	
	・入院医療費等の公費負担
	3,930,722
	(704,903)

	　　
	新型コロナウイルス感染症患者等の入院医療費やＰＣＲ検査費用の自己負担額を公費で負担。

	※R2補正
(1・4・7号)



	○
	ワクチン接種体制の整備
	638,954)
	

	【健康医療部】
	≪新規≫
	

	
	ワクチン接種の専門相談窓口等を設置するとともに、医療従事者等への優先接種体制を確保。

	



	○
	医療従事者等への支援
	4,978,569)
	

	【健康医療部】
	(8,501,928)
	

	
	新型コロナウイルス感染症患者の治療に携わる医療従事者への特殊勤務手当の支給や、宿泊施設の確保を実施する医療機関に対して、当該費用を補助。
また、新型コロナウイルス助け合い基金を活用し、医療及び療養にかかる役務に従事する者を支援。

	※R2補正
(4・5・7号)



２　感染拡大の防止とクラスター対策の強化
	○
	感染拡大防止対策事業
	64,471)
	

	【政策企画部、スマートシティ戦略部】
	（3,078）
≪一部新規≫
	

	
	新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止、医療体制の確保等に向けた総合的な対策を推進するための新型コロナウイルス対策本部の運営を行うとともに、感染防止宣言ステッカーシステムや大阪コロナ追跡システムの運営及び実効性確保に向けた登録事業者への現地調査を実施。

	※R2.4号補正



	○
	感染症研究の推進
	34,900)
	

	【府民文化部】
	≪新規≫
	

	
	新型コロナウイルス感染症にかかる課題を解決するため、大阪府立大学・大阪市立大学と府市が緊密に連携し、大学の有する知見を活用した感染症にかかる調査研究を実施するための経費を交付。

	




	○
	社会福祉施設等における感染防止対策の推進　
	4,811,069)
	

	【福祉部】
	(6,957,827)
	

	
	社会福祉施設等が感染防止対策を講じながら業務継続するための人員確保等や介護施設等の個室化・ゾーニング環境等の整備に要する費用を補助するとともに、感染防止対策の専門家を施設に派遣する等、感染症対策を強化。

	※R2補正
(4・5・7・10号)



大阪経済・雇用を支える取組みの推進　　　　

１　打撃を受けている産業に対する支援
	○
	おおさか観光消費喚起事業
	550,000)
	

	【府民文化部】
	≪新規≫
	

	
	新型コロナウイルス感染症により影響を受けている観光関連事業者の支援を目的に、観光需要を喚起し消費を促進するため、ＧｏＴｏトラベルキャンペーン終了後を目途に、府内での宿泊プランや府民が利用するバスツアーに対し府内で使えるクーポンを付与するキャンペーンを実施。

	



	○
	大阪文化芸術創出事業
	150,000)
	

	【府民文化部】
	(160,000)
≪一部新規≫
	

	
	新型コロナウイルス感染症により影響を受けている文化芸術団体等が実施する公演にかかる経費や、大阪ゆかりのアーティストや演芸人等が公演・活動を行う機会及び府民が文化芸術に触れる機会を提供する文化芸術プログラムの実施にかかる経費を負担。

	※R2.5号補正



	○
	中小企業向け融資制度
	891,326,500)
	

	【商工労働部】
	(1,035,548,548)
	


	　　
	事業に必要な資金を融資するため、預託を通じて金利を軽減し、中小企業の円滑な資金供給の確保を実施。
〔債務負担行為の設定(令和3～4年度)35,160,000千円〕

	※R2補正
(4・7・8・10号)



２　雇用を守る取組みの強化と新たな働き方への対応促進
	○
	非常勤職員緊急雇用対策事業
	64,710)
	

	【総務部】
	（87,450）
	

	
	新型コロナウイルス感染症の影響により就労機会を失った者等に対し、一定の収入を確保しつつ、将来の就職につなげる環境を確保するとともに、コロナ禍において高まる行政ニーズに対応するため、非常勤職員の雇用を実施。
（非常勤職員　30人程度、雇用期間　最長で令和3年度末まで）

	※R2.4号補正





	○
	Ｏｓａｋａリモートワーク・モデルオフィス事業
	10,126)
	

	【スマートシティ戦略部】
	≪新規≫
	

	
	郊外型のリモートオフィスのモデル事業として、堺市と連携し泉北ニュータウンでの民間のリモートオフィス事業の費用の一部を補助。

	



	○
	テレワーク推進事業
	175,429)
	

	【スマートシティ戦略部】

	(198,734)
≪一部新規≫
	


	　　
	府職員のテレワークを促進するためのネットワーク環境を継続して運用するとともに、新たに端末機を配備。

	※R2.4号補正含む



	○
	民間人材サービス事業者と連携した緊急雇用対策
	2,585,676)
	

	【商工労働部】
	(1,009,236)
	


	　　
	新型コロナウイルス感染症の影響による失業者に対し、民間人材サービス事業者と連携し求人情報を発信するとともに、新たに求職者を雇い入れた事業主に対して支援金を支給。

	※R2.10号補正



くらしを支えるセーフティネットのさらなる充実　　　　

１　府民生活を支える取組みの強化
	○
	ＮＰＯ等社会課題解決活動支援事業
	2,787)
	

	【政策企画部】
	(2,787)
	

	
	新型コロナウイルス感染症の影響で顕在化した社会課題に取り組むＮＰＯ法人等と民間との連携事業について、情報発信等を実施。

	[bookmark: _GoBack]※R2.10号補正



	○
	介護・福祉人材の確保
	555,700)
	

	【福祉部】
	(104,082)
	

	
	・介護職チームケア実践力向上推進事業
	30,000
	≪新規≫

	
	介護職の専門性を向上するため、介護施設において介護助手を導入し、多職種によるチーム
ケア等を実施。

	

	
	・介護ロボット導入・活用支援事業
	177,897
	(47,747)

	
	介護ロボットを購入する介護施設等に対し、費用の一部を助成するとともに、導入・活用支援を図るための研修会等を実施。

	※R2.5号補正含む

	
	・ＩＣＴ導入支援事業
	347,803
	(56,335)

	
	職場環境改善や人材確保のために介護事業者が実施する、介護ソフトやタブレット端末等の
ＩＣＴ導入に要する費用の一部を補助。

	※R2.5号補正含む




	○
	障がい者雇用Ｎｏ.1に向けた企業の取組促進
	51,401)
	

	【商工労働部】
	(48,905)
	

	
	「障がい者雇用日本一・大阪」をめざし、障がい者の雇用機会拡大と職場定着の取組みに関するセミナー等を実施するとともに、事業者に対する雇用支援や職場体験実習を通じて障がい者の雇用を促進。

	



２　心身の健康を支える取組みの充実
	○
	女性のためのＳＮＳ相談
	6,311)
	

	【府民文化部】
	≪新規≫
	

	
	コロナ禍において課題を抱える女性への相談体制の充実を図るため、ＳＮＳ相談を通年で実施。

	



	○
	インターネット上の人権侵害の解消
	1,344)
	

	【府民文化部】
	(207)
	

	
	インターネット上の人権侵害を解消するため、講演会を実施するとともに、ＳＮＳの利用頻度の高い若者への啓発を推進するための動画を作成し、情報発信を実施。

	



	○
	不妊・不育症対策の推進
	3,149,219)
	

	【健康医療部】
	(530,504)
≪一部新規≫
	

	
	安心こども基金を活用し、特定不妊治療費助成事業を拡充するとともに、政令市・中核市が実施する助成事業に要する費用を補助。また、不育症検査のうち先進医療として実施されるものに要する費用を助成。
さらに、不妊・不育症に悩む方へのピア・サポート活動の支援やカウンセラーの配置など、不妊専門相談センターの機能を拡充。

	



	○
	自殺対策強化事業
	109,421)
	

	【健康医療部】
	(94,294)
	

	
	自殺対策を推進するため、電話相談や市町村職員等向け研修を実施するとともに、市町村等が行う自殺対策事業に対し補助。また、若年者への自殺対策を強化するため、ＳＮＳ相談窓口を運営。

	※R2.10号補正



	○
	依存症対策強化事業
	37,199)
	

	【健康医療部】
	(49,605)
	

	
	依存症対策を推進するため、予防啓発や相談支援体制を強化するとともに、医療機関を含む関係機関職員への研修等を通じ連携体制を構築するなど、依存症の総合的な支援体制を整備。　

	





３　子どもたちの学びの保障、健やかな成長を育む取組みの推進
	○
	ＳＮＳ等に起因した青少年の被害防止対策事業
	4,522)
	

	【政策企画部】
	(4,661)
	

	
	ＳＮＳ等に起因した青少年の被害を防止するため、特定の対象者に配信するターゲティング広告を活用した啓発活動や、小学生等への大学生による出張講座等を実施。

	



	○
	大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援事業
	12,133,074)
	

	【府民文化部】
	(1,850,756)
	

	
	経済事情等により大阪の子どもたちが進学を諦めることなくチャレンジできるよう、国の高等教育の修学支援制度に大阪府独自の制度を加え、大阪府立大学・大阪市立大学等の授業料等を支援。
〔債務負担行為の設定(令和3～8年度)7,612千円〕

	



	○
	ＳＮＳを活用した児童虐待防止相談事業
	62,926)
	

	【福祉部】
	(38,814)
	

	
	児童虐待の未然防止・早期発見に資するよう、子どもや子育て中の保護者が相談しやすいＬＩＮＥ相談窓口を開設。

	



	○
	医療的ケア通学支援事業
	533,290
	

	【教育庁】
	（567,369）
	

	
	府立学校において、通学途上で医療的ケアが必要なために通学バスを利用できない等の理由により通学が困難な児童生徒の通学体制を整備するため、介護タクシー等に看護師等が同乗する等の通学支援を実施。

	



	○
	府立学校スマートスクール推進事業
	2,587,769)
	

	【教育庁】
	（977,005）
≪一部新規≫
	

	
	ＩＣＴを活用した教育を実現するため、児童生徒に一人一台の端末を整備。また、ネットワーク機器等の整備・保守及びモデル事業等を実施。

	※R2.5号補正含む



	○
	私立高等学校等の授業料支援
	15,037,195)
	

	【教育庁】
	(14,174,973)
	

	
	私立高等学校及び専修学校高等課程等に在学する生徒の修学上の経済的負担の軽減を図り、進路選択時に自由な学校選択の機会を提供するため、中間所得層(年収800万円未満程度、多子世帯においては年収910万円未満程度)までを対象に授業料を支援。

	






	○
	私立幼稚園振興助成費
	10,173,940)
	

	【教育庁】
	（10,685,563）
	

	
	教育条件の維持向上､ 保護者負担の軽減及び経営の健全化を図り、私立幼稚園の健全な発展に資するため、経常費（運営費）を助成するとともに、預かり保育の推進や臨床心理士の配置等に対し助成。
令和3年度より、多様な保育ニーズに対応するため、預かり保育を実施する幼稚園に対する補助制度について、新たな補助要件及び補助単価を設定。

	



	○
	ＳＮＳ活用相談体制調査研究事業
	26,088)
	

	【教育庁】
	(31,496)
	

	
	いじめを含む様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談体制の充実を図るため、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）相談を通年で実施。

	※R2.3号補正含む




	○
	小学生新学力テスト事業
	298,347)
	

	【教育庁】
	（320）
	

	
	府内の公立小学校5・6年生全児童を対象に、課題の改善とその後の学習に活かすため、府内統一テストを実施するとともに、児童の学力・生活状況を経年で把握・分析。
〔債務負担行為の設定（令和3～4年度）317,480千円〕

	



	○
	スクールカウンセラー及び学習支援員等配置事業
	884,018 
	

	【教育庁】
	（1,257,895）
≪一部新規≫
	

	
	コロナ禍で一層深刻化する児童の心のケアや保護者等の悩みの相談、教職員への助言・援助等を行うため、スクールカウンセラーの配置を拡充。
また、感染症対策強化に伴い教員の増加する業務をサポートするスクールサポートスタッフや生徒一人ひとりに合ったきめ細やかな学習指導等を行う学習支援員を配置。

	※R2補正含む
(5・7・10号)




ポストコロナの大阪の再生・成長に向けた取組みの加速　　　　

１　ポストコロナの成長をけん引する産業の創出、イノベーションの促進
	○
	空飛ぶクルマ社会実装の推進
	20,000)
	

	【商工労働部】
	≪新規≫
	

	
	「空飛ぶクルマ」の2025年大阪・関西万博での体験や社会実装に向けた調査を実施するとともに、事業者による実証実験費用の一部を補助。

	



	○
	ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進モデル創出事業
	42,530)
	

	【商工労働部】
	≪新規≫
	

	
	中小企業のＤＸの推進に向けて、府内中小企業の社内人材育成や専門家派遣の取組みを支援。
	

	○
	バイオプラスチックビジネス等推進事業
	9,083)
	

	【商工労働部】
	(9,083)
	

	
	府内中小企業による石油由来原料を使わないバイオプラスチック製品の研究開発等に対して補助。

	



	○
	大阪府中小企業支援交付金
	218,314)
	

	【商工労働部】
	≪新規≫
	

	
	（公財）大阪産業局が、府から移管を受けた国際ビジネス支援関連、スタートアップ支援関連、ものづくり支援関連の3分野の事業について、企業ニーズ等に応じて効果的かつ効率的に事業を実施できるよう、「大阪府中小企業支援交付金」を創設。

	



２　内外から人々や投資を引きつけるまちづくりの推進
	○
	スーパーシティ推進事業
	28,000)
	

	【スマートシティ戦略部】
	≪新規≫
	

	
	国のスーパーシティ型国家戦略特区の選定後、「うめきた2期」と「夢洲地区」におけるスーパーシティの実現に向けた基本構想の策定にかかる検討を実施。

	



	○
	中之島ＧＡＴＥターミナルの整備
	15,000)
	

	【府民文化部】
	≪新規≫
	

	
	集客施設を有するベイエリアと水都大阪の水の回廊をつなぐ乗換えターミナルとして中之島ＧＡＴＥエリアを拠点化するため、必要な測量及び概略検討を実施。

	



	○
	万博記念公園駅前周辺地区活性化事業
(日本万国博覧会記念公園事業特別会計)　
	80,576)
	

	【府民文化部】
	(80,576)
	

	
	万博記念公園駅前周辺地区において、「大規模アリーナを中核とした大阪・関西を代表する新たなスポーツ・文化の拠点づくり」を推進するための環境整備として、万博記念公園中央駐車場等の移転にかかる設計等を実施。

	



	○
	新大学学舎整備事業
	1,146,051)
	

	【府民文化部】
	(513,079)
	

	
	新大学の森之宮キャンパス等の学舎整備及び改修を行うため、公立大学法人大阪が実施する工事等に係る経費を補助。
〔債務負担行為の設定(令和3～6年度)34,401,268千円〕

	



	○
	ナイトカルチャー魅力創出事業費
	247,951)
	

	【府民文化部】
	(287,057)
	

	
	冬の大阪を盛り上げ、誘客につなげるため、御堂筋イルミネーションを実施するとともに、夜間公演等の実施に必要な経費を補助。
	

	○
	大阪マラソンの開催
	90,000)
	

	【府民文化部】
	(90,000)
	

	
	大阪マラソンを運営する大阪マラソン組織委員会に対する分担金を負担。
　
	



	○
	統合型リゾートの大阪立地推進
	125,727 
	

	【ＩＲ推進局】
	（208,088）
	

	
	ＩＲの大阪への誘致を実現するため、ＩＲ事業者の選定や区域認定申請に向けた取組みとして、選定委員会の運営や区域整備計画策定業務等を行うとともに、地域の合意形成に向けた府民理解の促進を図るため府民全体、地元企業、大学生などを対象とした情報発信やＩＲ事業でのギャンブル依存症対策の具体化検討を実施。
〔債務負担行為の設定（令和3～4年度）77,455千円〕

	



	○
	都市基盤の機能強化＜一部再掲＞
	78,840,651)
	

	【都市整備部、大阪港湾局】
	(86,603,052)
	

	
	都市構造を変える道路整備など成長を支える都市基盤を整備。
・道路及び街路の整備、連続立体交差、河川及び港湾等の整備等

	



	○
	都市基盤施設の維持管理
	28,008,423)
	

	【都市整備部、大阪港湾局】
	(27,288,218)
	

	
	更新期を迎えつつある都市インフラを計画的に維持管理。
・道路、河川、港湾及び公園の維持管理

	



	○
	道路・鉄道ネットワークの整備
	6,180,568)
	

	【都市整備部】
	(5,433,217)
	

	
	・なにわ筋線の整備
	1,782,768
	(2,450,550)

	
	国土軸上の新大阪や大阪都心部(キタ・ミナミ)と関西国際空港や大阪南部地域間のアクセス強化等に資するなにわ筋線の整備を促進するため、整備主体である関西高速鉄道㈱に対して出資・補助。

	

	
	・淀川左岸線延伸部の整備
	200,000
	(266,667)

	
	広域的な高速道路ネットワーク機能を強化する淀川左岸線延伸部の調査、設計等(国直轄事業)の事業費の一部を法令に基づき負担。

	

	
	・大阪モノレールの延伸
	4,197,800
	(2,716,000)

	
	大阪都心部から放射状に延びる既存鉄道を環状に結節し、広域的な鉄道ネットワークを形成するとともに、沿線地域の活性化を図るため、大阪モノレールの門真市駅以南への延伸を実施。
〔債務負担行為の設定(令和3～9年度)29,986,400千円〕

	






	○
	港湾の国際競争力の強化
	9,000)
	

	【大阪港湾局】
	≪新規≫
	

	
	府営港湾及び大阪市営港湾の取扱貨物量･コンテナ取扱量の増加を図るため、府市相互に連携し、船舶の増便等を行った船社に対して補助。

	



	○
	グランドデザイン推進費
	30,590)
	

	【住宅まちづくり部】
	（18,534）
≪一部新規≫
	

	
	「グランドデザイン・大阪」及び「グランドデザイン・大阪都市圏」で示した多様な価値を創造する大都市大阪の実現に向けた取り組みを実施するとともに、新しいまちづくりのグランドデザイン策定に向けた検討調査を大阪市及び堺市と共同で実施。
・新大阪駅周辺地域まちづくり検討調査(大阪市への負担金)
・大阪城東部地区まちづくり検討調査(大阪市等への負担金)
・広域ベイエリアまちづくり検討調査
・新しいまちづくりのグランドデザイン検討調査

	



３　先端技術の活用によるスマートシティ化の推進
	○
	都市ＯＳ構想検討事業
	10,201)
	

	【スマートシティ戦略部】
	≪新規≫
	

	
	大阪府版都市ＯＳの構築に向けて、課題および方針案の整理を行い、大阪府版都市ＯＳのあり方や推進体制を検討。

	



	○
	スマートシティ推進基盤構築調査事業
	27,680)
	

	【スマートシティ戦略部】
	≪新規≫
	

	
	データ利活用を通じた住民の生活の質（ＱｏＬ）向上に資するイノベーションを生み出す推進基盤体制の構築に向けた検討を実施。

	



	○
	行政ＤＸ推進事業
	31,790)
	

	【スマートシティ戦略部】

	(28,976)
≪一部新規≫
	

	
	庁内会議のペーパーレス化を促進するための環境整備を行うとともに、行政手続きのオンライン化の拡大に向けた業務手続きの見直し等を実施。

	



	○
	市町村デジタル化支援事業
	50,214)
	

	【スマートシティ戦略部】
	(38,257)
	

	
	・スマートシティ戦略推進補助金
	40,214
	(20,107)

	
	　府域のデジタル化の推進を通じた住民のＱｏＬ向上を図るため、先端技術を活用した都市課題等の解決に資する事業等を行う市町村に対し補助。

	

	
	
	
	

	
	・スマートシティ戦略推進アドバイザー事業
	10,000
	(18,150)

	
	市町村のデジタル化を推進するアドバイザーを派遣し、行政手続きのオンライン化等にかかる先端技術の導入を支援。

	



４　万博成功に向けた準備、ＳＤＧｓ先進都市をめざす取組みの加速
	○
	2025年大阪・関西万博の推進
	3,168,398)
	

	【政策企画部】
	(308,868)
≪一部新規≫
	

	
	2025年大阪・関西万博の実施主体である(公社)2025年日本国際博覧会協会に対する会場建設にかかる補助や地下鉄中央線の混雑緩和を図るため鉄道事業者が行う輸送力増強事業への負担、地元パビリオン検討や機運醸成などの事業を実施。
〔債務負担行為の設定(令和3～4年度)21,000千円〕

	



	○
	たばこ対策推進事業
	284,731)
	

	【健康医療部】
	(288,616)
	

	
	改正健康増進法及び府受動喫煙防止条例に基づく府民・事業者への周知啓発等を実施するとともに、府条例で規制対象となる飲食店への支援として、相談窓口を設置し喫煙室整備に係る費用の一部を助成。
また、法・条例の施行に伴う屋外における喫煙対策として、市町村や民間事業者との連携による「屋外分煙所」のモデル整備を実施。

	



	○
	都市緑化を活用した猛暑対策事業
	490,629)
	

	【環境農林水産部】
	(376,860)
	

	
	多くの人々が暑くても待たざるを得ないバス停のある駅前広場等において、暑熱環境の改善を図るため、市町村等が行う緑化及び暑熱環境改善設備の設置に対し補助。

	



	○
	プラスチックごみ対策の加速
	26,460
	

	【環境農林水産部】

	(15,776)
≪一部新規≫
	

	
	具体的な対策の検討等を行うおおさかプラスチック対策推進プラットフォーム（仮称）を設置するとともに、マイ容器を使用して持ち帰ることができる飲食店や小売店をウェブ上で検索できるマップの作成、環境先進技術の調査や、府民への啓発等を実施。

	



	○
	淀川大堰閘門設置事業
	266,667 
	

	【住宅まちづくり部】
	≪新規≫
	

	
	2025年大阪・関西万博までに船舶の航行を可能とし、万博来場者への魅力向上等を図るため、淀川大堰閘門設置工事（国直轄事業）の事業費の一部を法令に基づき負担。

	




５　国際金融都市の実現に向けた取組みの推進
	○
	国際金融都市推進事業
	50,000)
	

	【政策企画部】
	≪新規≫
	

	
	　国際金融都市を実現するため、官民一体で課題を検討するとともに、大阪市と共同して、海外企業等を対象としたワンストップ窓口の設置や、海外プロモーションを行い、世界に向けた情報発信を実施。

	



６　自然災害の教訓を踏まえた災害対応力の強化
	○
	ため池の防災・減災対策
	1,733,039)
	

	【環境農林水産部】
	(2,061,917)
	

	
	ため池の耐震化等の防災・減災対策を実施するとともに、水位や雨量をリアルタイムで把握する
防災テレメータシステムの設置を実施。
また、防災工事等の促進を図るため、防災重点農業用ため池の豪雨耐性評価を実施。

	



	○
	三大水門の更新
	80,000 
	

	【都市整備部】
	（148,000）
	

	
	三大水門（安治川水門・尻無川水門・木津川水門）のうち安治川水門の更新に向けた詳細設計等を実施。
〔債務負担行為の設定（令和3～4年度）100,000千円〕

	



	○
	防潮堤液状化対策
	3,314,000 
	

	【都市整備部】
	（5,895,000）
	

	
	南海トラフ巨大地震に伴う液状化により沈下する恐れがある防潮堤等について、浸水被害が想定される区間において、緊急性の高い箇所から地盤改良工事等を実施。
〔債務負担行為の設定（令和3～5年度）2,500,000千円〕

	



	○
	密集住宅市街地の地震対策
	2,918,116 
	

	【住宅まちづくり部】
	(4,410,588)
	

	
	・密集住宅市街地整備促進事業費補助金
	855,959
	(1,877,846)

	
	地震時等に大きな被害が想定される密集市街地の防災性の向上や住環境の改善のため、老朽住宅の除却や建替え、道路・公園などの公共施設の整備を行う市に対し補助を実施。
・老朽住宅除却における個人負担率：1/6

	

	
	・延焼遮断帯整備促進事業
	2,062,157
	(2,532,742)

	
	密集市街地における延焼拡大の抑制、避難路・緊急車両の通行経路の確保のため、延焼遮断帯として広幅員の道路を整備。
・三国塚口線（用地取得・工事等）
・寝屋川大東線（物件調査・用地取得・工事等）
〔債務負担行為の設定　道路工事(令和3～4年度)80,000千円〕
〔債務負担行為の設定　用地取得(令和3～5年度)2,233,288千円〕
	

	○
	建築物の耐震化の推進
	1,062,639)
	

	【住宅まちづくり部】
	(1,032,178)
	

	
	「住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪」に基づき、住宅・建築物及びブロック塀等の耐震化を進めるため、市町村及び所有者に対し補助。

	



その他　　　　　　　　　　　　　

	○
	中央図書館の書庫整備
	9,836)
	

	【教育庁】
	≪新規≫
	

	
	書庫の狭隘化解消に向け、図書収蔵能力の増強を図るため、書庫整備にかかる基本計画を策定。

	



	○
	警察署の建替等整備
	4,976,200)
	

	【公安委員会】
	(4,223,224)
	

	
	警察施設としての機能維持を図るため、老朽化、狭隘化が著しい警察署の建替え等を実施。

	

	
	・東住吉警察署建替整備 （本体工事等）
・守口警察署移転建替整備 （本体工事等）
・中堺警察署新築 （本体工事等）
・八尾警察署移転建替整備 （基本設計等）
・和泉警察署移転建替整備 （基本設計等）
・貝塚警察署移転建替整備 （基本設計等）
・高槻警察署移転建替整備 （基本計画）

	（令和3年度竣工予定）
（令和3年度竣工予定）
（令和3年度竣工予定）
（令和7年度竣工予定）
（令和7年度竣工予定）
（令和7年度竣工予定）
（令和8年度竣工予定）
	1,943,290
1,515,965
1,254,880
100,287
86,382
72,936
2,460
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